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府立学校人事グループ

１　教職員の定員に関する事務
府立の中学校・高等学校及び支援学校並びに府費負担の市立の高等学校定時制課程の教職員定数の配分を行った。

条例定数

　　　　府立高等学校　　　　　　　　　　９，６９９人

　　　　 〃 特別支援学校　　　　　　　　５，５１３人

　　　　 〃 中学校　　　　　　　　　　　　　　３７人

　　　　　市立高等学校定時制課程　　　　　　　　１４人（政令市除く）
　　　　　　　　　　計　　　　　　　　　１５，２６３人

○根拠法令

公立高等学校の適正配置及び教職員定数の標準等に関す

る法律

公立義務教育諸学校の学校編制及び教職員定数の標準等

に関する法律
地方教育行政の組織及び運営に関する法律

大阪府立学校条例

府費負担教職員定数条例

２　教職員の人事に関する事務

(1) 教職員の配置等

ア　教職員としての経験を豊かにし、力量を高めるため、校種間、課程間等の交流人事を積極的に進めた。各学校の教員構成については、年齢別、性別、担当教科別等による配置の適正化を図ることができるよう十分考慮した。

イ　人事異動に関しては、校長・准校長の具申を尊重し、校長・准校長のリーダーシップ発揮のための支援を図った。

ウ　新規採用教職員については、豊かな人間性や教育者としての熱意、識見と幅広い指導力を備えた人材を確保した。

(2) 管理職の選考

　　　府立学校の校長、准校長及び教頭として、積極的な学校運営を期待し得る人材を選任し、適材を適所に配置するため、選考を行った。

	
	校　　　長（公募）
	教　　　　　頭

	考査実施期日
	1次（書類選考）

令和4年6月下旬～7月上旬

2次（面接）

令和4年7月19日、7月21日、
7月26日

3次（面接）

令和4年8月18日、8月19日、8月22日、8月23日
	筆答

令和4年 8月28日、令和5年1月30日
面接

令和4年11月29日、11月30日、12月27日、令和５年1月30日


	受験者数
	154 人
	63 人

	予定者名簿登載者数
	33 人
	54 人


(3) 首席・指導教諭の配置

　　　様々な課題に対し、学校自らが判断し、組織的で機動的な学校運営組織を構築するため、府立の中学校、高等学校及び支援学校にそれぞれ配置した。

ア　令和4年度　首席配置数　　　　　　

	
	人　数
	校　数

	高等学校（中学校含）
	301 人
	149 校

	　支援学校
	146 人
	44 校

	　　　　計
	　   447 人
	　   193 校


　　　　　※校数･･･複数課程併置後は1校として計上、分校については本校に含めている。

イ　令和4年度　指導教諭配置数

	
	　　人　数

	　高等学校
	51人

	　支援学校
	　   28 人

	　　　　計
	79 人


　

(4) 府立学校の人事

ア　採用、退職等（死亡退職含む）

 　　　　　　　　　　　   　　　　　　　　　　　　          R4.4.1 ～ R5.3.31

	職　種　・　校　種
	退　　職
	採　　用
	異　　動

	校長
	高校
	 47 (  1)
	86 ( 19)
	11 (  4)

	
	支援学校
	  7 (  1)
	15 (  5)
	8 (  3)

	
	計
	 54 (  2)
	101 ( 24)
	19 (  7)

	教育職員
	高校
	704 (274)
	1,387 (260)
	545 ( 15)

	
	支援学校
	202 ( 67)
	280 ( 58)
	363 (  6)

	
	計
	906 (341)
	1,667 (318)
	908 ( 21)

	行政職員
	高校
	101 ( 23)
	70 ( 29)
	244 ( 81)

	
	支援学校
	 22 (  1)
	14 ( 11)
	67 ( 14)

	
	計
	123 ( 24)
	84 ( 40)
	311 ( 95)

	合計
	高校
	852 (298)
	1,543 (308)
	800 ( 100)

	
	支援学校
	231 ( 69)
	309 ( 74)
	438 ( 23)

	
	計
	1,083 (367)
	1,852 (382)
	1,238 ( 123)


※（　　)内は再任用職員で内数。高校に中学校を含む。
イ　産休補助教職員の採用

　　　　     R4.4.1 ～ R5.3.31
	
	　教育職員
	　行政職員 等

	　高等学校
	150人
	1 人

	　支援学校
	198人
	7人

	計
	348人
	8 人


ウ　育休補助教職員の採用

　　　　      R4.4.1 ～ R5.3.31
	
	　教育職員
	　行政職員 等

	　高等学校
	307人
	1 人

	　支援学校
	353人
	9 人

	　　　　計
	660人
	10 人


(5) 職員の海外派遣

　　青年海外協力隊　　０人

　○根拠法令

地方公務員法

地方教育行政の組織及び運営に関する法律

教育公務員特例法
女子教職員の出産に際しての補助教職員の確保に関する法律
地方公務員の育児休業等に関する法律
外国の地方公共団体の機関等に派遣される一般職の地方公務員の処遇等に関する法律
外国の地方公共団体の機関等に派遣される職員の処遇等に関する条例
大阪府立学校条例職員基本条例

３　行政職員の研修に関する事務
・府立学校事務(部)長等研修

　　　　日時：令和４年５月９日（月）13：30～14：10
　　　　場所：教育センター　大ホール
　　　　対象：府立学校事務部長、事務長、課長補佐
　　　　内容：臨時的任用、非常勤等職員雇用について
・府立学校技能労務職員研修　　
　　　　日時：令和４年８月３０日　９時００分～１６時２０分
　　　　場所：（株）ＳＫ技研郷愁センター
　　　　対象：技術職員（校務員、農芸員）

　　　　内容：刈払機取扱作業に係る講習

４　「再任用教職員採用選考審査会」の運営等
　　  再任用新規及び任期更新の申込みのあった教職員について、選考の合否及び任期の更新の可否、その他再任用選考等に関する重要事項の審査を行う、「再任用教職員採用選考審査会」を運営した。
　　　・開催状況　　令和５年１月26日～令和５年３月22日　計３回

小中学校人事グループ

１　教職員の定員に関する事務

市町村立の小・中学校の府費負担教職員定数の配分を行った。

条例定数

　　　　小　学　校　　　　１７，８０７人

　　　　　中　学　校　　　　１０，２６７人

　　　　　　計　　　　　　２８，０７４人

· 根拠法令

· 公立義務教育諸学校の学級編制及び教職員定数の標準等に関する法律

· 地方教育行政の組織及び運営に関する法律

· 府費負担教職員定数条例
２　教職員の人事に関する事務

(1) 教職員の配置等

ア　市町村間の計画的な広域異動等を行い、教職員構成の適正化及び効率的な人員の調整を図るとともに、女性教職員の活用を計画的に進めたほか、個に応じた多様な教育を展開できるよう、それぞれの地域、学校の実情に応じて適正に配置した。

イ　新規採用教職員については、豊かな人間性や教育に対する熱意を有する人材の確保に努め、資質向上の観点から適正な配置となるよう考慮した。

(2) 管理職の選考

　　　小・中学校の校長、教頭として積極的な学校運営を期待し得る人材を広域的に選任し、適材を適所に配置するため、選考を行った。
	 
	　　　　校　　　　　長
	　　　教　　　　　頭

	考査実施期日
	筆答  令和4年9月3日(一次)　

面接　令和4年12月1日　～　令和4年12月16日（二次）

	受験者数
	166人
	206人

	予定者名簿登載者数
	120人
	163人


（任期付校長選考・再任用管理職選考を除く）
(3) 小・中学校の人事

ア　採用、退職等（死亡退職含む）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 R4.4.1 ～ R5.3.31
	職　種　・　校　種
	退　　職
	採　　用
	異　　動

	校長
	小学校
	   92( 28)人
	    108( 17)人
	76( 11)人

	
	中学校
	  64( 17)　
	   56( 21)　
	36(  8)

	
	計
	   156( 45)　
	    164( 38)　
	112( 19)

	教育職員
	小学校
	322( 36)　
	  680( 45)　
	1,621( 31)

	
	中学校
	    290( 54)　
	    543( 78)　
	782( 54)

	
	計
	  612( 90)　
	  1,223(123)　
	2,403( 85)

	行政職員
	小学校
	 44( 15)　
	 43( 18)　
	84(  4)

	
	中学校
	  27(  8)　
	     35(  9)　
	41(  7)

	
	計
	  71( 23)　
	    78( 27)　
	125( 11)

	合計
	小学校
	 458( 79)　
	831( 80)　
	1,781( 46)

	
	中学校
	    381( 79)　
	  634(108)　
	859( 69)

	
	計
	  839(158)　
	  1,465(188)　
	2,640(115)


※１（　　）内は再任用職員で内数

                                       　※２ 大阪市、堺市、豊能地区を除く。
イ　産休補助教職員の採用

　　　　　R4.4.1 ～ R5.3.31
	
	　教育職員
	　行政職員

	小　　学　　校
	701人
	30人

	中　　学　　校
	248人
	2人

	計
	949人
	32人


            　　　　　　　　　（大阪市、堺市、豊能地区を除く。）

ウ　育休補助教職員の採用

　　 　　　R4.4.1 ～ R5.3.31
	
	　教育職員
	　行政職員

	　小　　学　　校
	1,307人
	52人

	　中　　学　　校
	462人
	16人

	　　　　計
	1,769人
	68人


　　　　　　　　　　　　　　　（大阪市、堺市、豊能地区を除く。）
採用グループ

１　教職員の採用選考テストに関する事務

公立学校の教員を採用するため、教員採用選考テストを実施した。

また、公立義務教育諸学校の事務職員、府立学校の実習教員及び府立学校職員（農芸員）を採用するための採用選考を実施した。

(1) 令和５年度教員採用選考テスト

ア　受験説明会実施状況


	日　　　　　時
	会　　　　　場
	申込者数
	参加者数

	令和４年４月２日
	10:00～12:25
	大阪府立労働センター
エル・シアター
	人　　　391
	人
309　　　

	
	13:30～15:45
	
	397
	293

	令和４年４月５日
	18:45～20:15
	大阪府社会福祉会館

５階ホール
	137
	105

	計
	925
	707


イ　令和５年度教員採用選考テスト実施状況

	校　種　等
	志願者数
	受験者数
	合格者数
	備　考

	小学校
	人
1,630
	人
1,474 
	人
473
	

	小中いきいき連携
	90
	84 
	50
	

	中学校
	1,834
	1,640 
	388
	

	高等学校
	1,808
	1,536 
	174
	

	支援学校（幼小共通・小学部）
	264
	233 
	87
	

	支援学校（中学部）
	157
	141
	44
	

	支援学校（高等部）
	136
	119 
	25
	

	自立活動教諭（肢体不自由教育）
	1
	1 
	1
	

	養護教諭
	407
	362 
	25 
	

	栄養教諭
	114
	98 
	10 
	

	計
	6,441
	5,688 
	1,277 
	


　　　 ※ 受験者数は、第１次選考受験者、第１次選考免除者で第２次選考を受験した者及び

第１次・２次選考免除で第３次選考を受験した者の計
第１次選考　令和４年６月25日

第２次選考　令和４年７月13日～17日

第３次選考　令和４年８月20日～10月９日
(2)  令和５年度公立義務教育諸学校事務職員採用選考実施状況
	区　　　 分
	志願者数
	受 験 者
	合格者数
	第１次選考
	第２次選考
	備考

	公立義務教育

諸学校

事務職員
	　 　人

　251 
	人

128 
	人

39 
	R4.9.25
	R4.10.31
R4.11.2
	

	障がい者を

対象とした
公立義務教育諸
学校事務職員
	75 
	53 
	5 
	R4.9.25
	R4.11.2
	

	計
	326
	181
	44
	
	
	


(3) 令和５年度府立学校実習教員採用選考実施状況
	区　　　 分
	志願者数
	受 験 者
	合格者数
	第１次選考
	第２次選考
	備考

	府立学校

実習教員
	　 　人

　159 
	人

116 
	人

55 
	R4.9.25
	R4.10.31
R4.11.1
	

	障がい者を

対象とした
府立学校実習教員
	49 
	43 
	15 
	R4.9.25
	R4.11.2
	

	計
	208
	159
	70
	
	
	


(4) 令和５年度大阪府職員（農芸員）採用選考実施状況
	区　　　 分
	志願者数
	受 験 者
	合格者数
	第１次選考
	第２次選考
	備考

	障がい者を

対象とした
府職員（農芸員）
	人
40 
	人
　28    　 
	人3 
	R4.10.23
	R4.11.28
	

	計
	40
	28
	3
	
	
	


※令和５年度大阪府職員（農芸員）採用選考については、障がい者を対象とした採用のみを実施
○根拠法令

地方公務員法

教育公務員特例法

地方教育行政の組織及び運営に関する法律

職員の任用に関する規則

管理・公務災害グループ
１　教職員の服務等について　

 　 服務に関する通達・通知　
ア　令和４年６月８日付け「参議院議員選挙における教職員の服務規律の確保について」教育長通達
イ　令和４年７月13日付け「教職員の綱紀の保持について」教育長通達
ウ　令和４年９月16日付け「児童・生徒に対するわいせつ行為等の防止に係る指導の徹底について」教育長通達
エ　令和４年11月30日付け「教職員の綱紀の保持について」教育長通達
オ　令和５年２月28日付け「統一地方選挙における教職員の服務規律の確保について」教育長通達
 ２　公務災害補償について　
(1) 労働基準法に基づく補償
	職　 種
	人数（人）
	金　額（円）

	非常勤講師
	１
	3,390

	計
	１
	3,390


(2) 学校医等の公務災害補償に関する条例に基づく補償
な　　し
(3) 地方公務員災害補償法に基づく公務災害及び通勤災害認定件数
	　　　　校　種
態　様
	市町村立学校
	府立学校
	計

	
	小学校
	中学校
	義務教育
学校
	中学校
	高等学校
	支援学校
	

	認定件数
	公務
災害
	公務上
	105
	55
	  1
	0
	 66
	112
	339

	
	
	公務外
	   7
	 6
	  0
	0
	 6
	  2
	 21

	
	通勤
災害
	該　当
	29  
	 15
	  0
	0
	24
	 15
	83

	
	
	非該当
	  0
	  0
	  0
	0
	 1
	0  
	  1

	        計
	141
	76
	1
	0
	97
	129
	444


※大阪市、堺市及び豊能地区を除く。
○根拠法令
労働基準法
地方公務員災害補償法
大阪府学校医等の公務災害補償に関する条例
非常勤職員の災害補償に関する条例
教員力向上支援グループ
１　「大阪府教員の資質向上審議会」の運営等
①　指導が不適切である教員に対する対応方策について専門的・多角的見地から検討し、信頼される学校教育や学校運営に資するため、学識経験者や学校関係者、保護者などで構成される「大阪府教員の資質向上審議会」を運営した。
○大阪府教員の資質向上審議会
　　・委　　員　　７名
　　・開催状況　　令和４年１１月２５日、１２月１９日、令和５年３月１６日　計３回　
②　府立学校校長・准校長、市町村教育委員会に対するヒアリング等を通して、指導が不適切であると思われる教員の把握を行った。
③　指導が不適切であると思われる教員に対しては、府立学校校長・准校長、市町村教育委員会が当該教員の指導における課題を明確にし、指導力改善に向けて取り組んでいくことを支援するために、「教員評価支援チーム」を派遣して授業観察等を行った。
④　指導力改善に向けた取り組みを行ったにもかかわらず、改善が見られない教員に対しては、「教育公務員特例法」第25条に基づき、「大阪府教員の資質向上審議会」に諮り、「指導が不適切である」教員として認定を行い、「指導改善研修」を実施した。

　　〇指導改善研修の実施状況（令和４年度）　府内公立中学校　教諭　１名

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　府立高等学校　　教諭　３名

２　心身の故障による休職者への対応について
心身の故障のため長期の休養を要する教職員の休職について、府立学校校長・准校長、市町村教育委員会からの内申を受付け、状況把握を行った。
３　ｾｸｼｭｱﾙ･ﾊﾗｽﾒﾝﾄ、ﾊﾟﾜｰ･ﾊﾗｽﾒﾝﾄ、妊娠･出産･育児休業等に関するﾊﾗｽﾒﾝﾄ防止
　　  職場におけるﾊﾗｽﾒﾝﾄ防止に向けての指針の周知や職場における教職員間のハラスメント相談員の手引きの作成、教育センター内に設置していた教職員向けの電話相談窓口について外部専門相談機関へ業務委託し、相談時間や相談機能を拡充した。
また、府立学校の教職員（非常勤職員を含む）を対象に、職場における教職員間のハラスメント実態把握アンケート調査を令和５年１月30日（月）より令和５年２月28日（火）までの間、実施した。令和５年度中に調査結果を公表する予定。
